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単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 18年 8月中間期の業績 （平成18年 3月 1日～平成18年 8月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 8月中間期       22,233     8.8       2,803    20.3       3,580    23.4
17年 8月中間期       20,440     5.9       2,330    33.2       2,902    49.7

18年 2月期       40,615－        4,398－        4,981－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 8月中間期        2,284    35.8          42.72
17年 8月中間期        1,682    64.8          31.57

18年 2月期        3,081－          56.80

(注 )1.期中平均株式数 18年 8月中間期     53,465,785株 17年 8月中間期     53,296,276株
18年 2月期     53,353,205株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 8月中間期       56,295       46,790     83.1        874.58
17年 8月中間期       51,980       43,777     84.2        820.35

18年 2月期       53,544       45,170     84.4        844.25

(注 )1.期末発行済株式数 18年 8月中間期     53,500,553株 17年 8月中間期     53,364,243株
18年 2月期     53,442,704株

2.期末自己株式数 18年 8月中間期      1,032,681株 17年 8月中間期      1,168,991株
18年 2月期      1,090,530株

2. 19年 2月期の業績予想 （平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       44,500       6,600       4,150

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          77円 57銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 2月期 9.00 12.00 21.00
19年 2月期(実 績 ) 14.00 －
19年 2月期(予 想 ) － 14.00 28.00

(注 )18年 8月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 の
  情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 不 確 定 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な
  る 場 合 が あ り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 添 付 資 料 の ８ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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中 間 財 務 諸 表 
(1)中間貸借対照表          (単位 千円未満切捨て) 

当中間会計期間末 
(平成18年８月31日)

前事業年度末(要約)
(平成18年２月28日)

比較増減 
前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)期別 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

 (資産の部)  ％ ％   ％

Ⅰ 流 動 資 産  

 現 金 及 び 預 金 5,841,793 6,098,719 △256,925 4,986,351

 受 取 手 形 1,476,360 1,562,514 △86,153 1,435,241

 売 掛 金 10,428,532 9,475,573 952,959 10,163,910

 有 価 証 券 1,098,713 21,000 1,077,713 20,900

 た な 卸 資 産 5,847,876 5,487,556 360,320 5,454,609

 繰 延 税 金 資 産 682,077 643,157 38,920 631,843

 未 収 入 金 2,882,369 2,770,974 111,395 2,853,775

 そ の 他 747,701 561,084 186,617 436,905

 貸 倒 引 当 金 △3,565 △3,671 105 △3,822

 流 動 資 産 合 計 29,001,861 51.5 26,616,907 49.7 2,384,953 25,979,715 50.0

Ⅱ 固 定 資 産  

 有 形 固 定 資 産  

 建 物 3,590,000 3,653,710 △63,710 2,618,584

 機 械 及 び 装 置 1,951,553 1,971,282 △19,728 1,996,485

 土 地 2,272,701 2,272,701 ― 2,319,741

 そ の 他 1,720,564 1,597,487 123,076 2,534,267

 計 9,534,820 16.9 9,495,183 17.7 39,637 9,469,079 18.2

 無 形 固 定 資 産 308,110 0.6 310,474 0.6 △2,363 281,792 0.5

 投 資 そ の 他 の 資 産  

 投 資 有 価 証 券 3,424,386 3,332,166 92,219 2,626,842

 関 係 会 社 株 式 2,769,896 2,769,896 ― 2,769,896

 関 係 会 社 出 資 金 9,435,049 9,435,049 ― 9,435,049

 そ の 他 1,821,581 1,584,739 236,841 1,418,364

 貸 倒 引 当 金 △225 △248 22 △305

 計 17,450,687 31.0 17,121,603 32.0 329,084 16,249,847 31.3

 固 定 資 産 合 計 27,293,619 48.5 26,927,261 50.3 366,357 26,000,718 50.0

 資 産 合 計 56,295,481 100.0 53,544,169 100.0 2,751,311 51,980,434 100.0
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 (単位 千円未満切捨て) 

当中間会計期間末 
(平成18年８月31日)

前事業年度末(要約)
(平成18年２月28日)

比較増減 
前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)期別 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

 (負債の部) ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債  

 買 掛 金 5,741,621 4,741,090 1,000,531 5,199,167

 賞 与 引 当 金 852,066 858,385 △6,318 823,816

 未 払 法 人 税 等 1,294,311 940,532 353,779 942,440

 そ の 他 897,493 1,099,309 △201,816 852,804

 流 動 負 債 合 計 8,785,492 15.6 7,639,317 14.2 1,146,174 7,818,228 15.1

Ⅱ 固 定 負 債  

 役 員 退 職 引 当 金 177,861 247,448 △69,587 231,866

 繰 延 税 金 負 債 541,608 487,186 54,421 152,769

 固 定 負 債 合 計 719,469 1.3 734,635 1.4 △15,166 384,636 0.7

 負 債 合 計 9,504,961 16.9 8,373,952 15.6 1,131,008 8,202,865 15.8

 (資本の部)  

Ⅰ 資 本 金 ― ― 12,721,939 23.8 △12,721,939 12,721,939 24.5

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 ― 13,876,517 △13,876,517 13,876,517

そ の 他 資 本 剰 余 金 ― 32,730 △32,730 9,168

 資 本 剰 余 金 合 計 ― ― 13,909,248 26.0 △13,909,248 13,885,686 26.7

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 ― 764,216 △764,216 764,216

任 意 積 立 金 ― 10,594,168 △10,594,168 10,594,168

中間(当期)未処分利益 ― 7,063,376 △7,063,376 6,144,532

 利 益 剰 余 金 合 計 ― ― 18,421,762 34.4 △18,421,762 17,502,917 33.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ― ― 931,390 1.7 △931,390 509,231 1.0

Ⅴ 自 己 株 式 ― ― △814,124 △1.5 814,124 △842,205 △1.6

 資 本 合 計 ― ― 45,170,216 84.4 △45,170,216 43,777,569 84.2

 負 債 資 本 合 計 ― ― 53,544,169 100.0 △53,544,169 51,980,434 100.0
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(単位 千円未満切捨て) 
当中間会計期間末 
(平成18年８月31日)

前事業年度末(要約)
(平成18年２月28日)

比較増減 
前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)期別 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

 (純資産の部) ％ ％  ％

Ⅰ 株 主 資 本  

資 本 金 12,721,939 22.6 ― ― 12,721,939 ― ―

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 13,876,517 ― 13,876,517 ―

その他資本剰余金 50,598 ― 50,598 ―

資 本 剰 余 金 合 計 13,927,115 24.7 ― ― 13,927,115 ― ―

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 764,216 ― 764,216 ―

その他利益剰余金  

固定資産圧縮積立金 46,580 ― 46,580 ―

別 途 積 立 金 10,543,432 ― 10,543,432 ―

繰 越 利 益 剰 余 金 8,659,453 ― 8,659,453 ―

利 益 剰 余 金 合 計 20,013,683 35.6 ― ― 20,013,683 ― ―

自 己 株 式 △812,895 △1.5 ― ― △812,895 ― ―

株 主 資 本 合 計 45,849,843 81.4 ― ― 45,849,843 ― ―

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

その他有価証券評価差額金 940,676 1.7 ― ― 940,676 ― ―

 評価・換算差額等合計 940,676 1.7 ― ― 940,676 ― ―

 純 資 産 合 計 46,790,519 83.1 ― ― 46,790,519 ― ―

 負 債 、 純 資 産 合 計 56,295,481 100.0 ― ― 56,295,481 ― ―
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(2)中間損益計算書         (単位 千円未満切捨て) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日)
対前年同期比 

前事業年度(要約)
(自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日)
期別 

科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 伸び率 金額 百分比

  ％ ％  ％ ％

Ⅰ 売 上 高 22,233,613 100.0 20,440,803 100.0 1,792,810 8.8 40,615,007 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 15,185,771 68.3 14,123,692 69.1 1,062,078 7.5 28,211,532 69.5

 売 上 総 利 益 7,047,842 31.7 6,317,110 30.9 730,732 11.6 12,403,475 30.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,243,919 19.1 3,986,829 19.5 257,090 6.4 8,004,922 19.7

 営 業 利 益 2,803,923 12.6 2,330,281 11.4 473,641 20.3 4,398,553 10.8

Ⅳ 営 業 外 収 益 838,360 3.8 628,454 3.1 209,905  843,880 2.1

Ⅴ 営 業 外 費 用 61,769 0.3 56,052 0.3 5,717  260,994 0.6

 経 常 利 益 3,580,513 16.1 2,902,682 14.2 677,830 23.4 4,981,439 12.3

Ⅵ 特 別 利 益 73,892 0.3 22,982 0.1 50,910  123,023 0.3

Ⅶ 特 別 損 失 44,706 0.2 223,326 1.1 △178,619  390,359 1.0

 税引前中間(当期)純利益 3,609,699 16.2 2,702,338 13.2 907,360 33.6 4,714,103 11.6

 法人税、住民税及び事業税 1,316,090 5.9 940,940 4.6 375,149  1,509,000 3.7

 法 人 税 等 調 整 額 9,374 0.0 78,871 0.4 △69,496  123,455 0.3

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 2,284,233 10.3 1,682,526 8.2 601,707 35.8 3,081,648 7.6

 前 期 繰 越 利 益 ― 4,462,006 △4,462,006  4,462,006

 中 間 配 当 額 ― ― ―  480,278

 中間(当期)未処分利益 ― 6,144,532 △6,144,532  7,063,376
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(3)中間株主資本等変動計算書 
当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)                 (単位 千円未満切捨て) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 
利益準備金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

平成18年２月28日 残高 12,721,939 13,876,517 32,730 13,909,248 764,216 50,736 10,543,432 7,063,376 18,421,762

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当    △641,312 △641,312

役員賞与金の支給    △51,000 △51,000

中間純利益    2,284,233 2,284,233

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(前期分) 
  △2,721  2,721 －

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(当期分) 
  △1,434  1,434 －

自己株式の取得    

自己株式の処分   17,867 17,867  

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
   

中間会計期間中の変動額 

合計 
－ － 17,867 17,867 － △4,155 － 1,596,076 1,591,921

平成18年８月31日 残高 12,721,939 13,876,517 50,598 13,927,115 764,216 46,580 10,543,432 8,659,453 20,013,683

株主資本 
評価・ 

換算差額等

 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

純資産合計

平成18年２月28日 残高 △814,124 44,238,825 931,390 45,170,216

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当  △641,312 △641,312

役員賞与金の支給  △51,000 △51,000

中間純利益  2,284,233 2,284,233

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(前期分) 
 － －

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(当期分) 
 － －

自己株式の取得 △66,816 △66,816 △66,816

自己株式の処分 68,044 85,912 85,912

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
  9,285 9,285

中間会計期間中の変動額 

合計 
1,228 1,611,017 9,285 1,620,302

平成18年８月31日 残高 △812,895 45,849,843 940,676 46,790,519
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ 

時価法 

（3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

原材料 

移動平均法による原価法 

商品・貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     15～47年 

機械及び装置     10年 

工具器具備品 ２～15年 

 （2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

 （3）長期前払費用 

定額法 

 

３．引当金の計上基準 

 （1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 （2）賞与引当金 

従業員等に対し支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準(将来の支給見込額のうちの当中間期負担分

を算出する方法)により計上しております。 

 （3）役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。 

 （4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当中間会計期間末

に発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により、

翌期から費用処理することとしております。 

過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により費用

処理しております。 

なお、前払年金費用が投資その他の資産に計上されているため、退職給付引当金は計上されておりません。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は46,790,519千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 

 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度末 

(平成18年２月28日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 23,901,903 千円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 23,933,142 千円

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 23,885,229 千円

２ 偶発債務 

保証予約 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し保証予約を行っております。 

ｽﾀｰｱｼﾞｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・LTD 81,000 千円 

  

２ 偶発債務 

保証予約 

関係会社の金融機関からの借入金に対

し保証予約を行っております。 

ｽﾀｰﾏｲｸﾛﾆｸｽ 6,474 千円 

ﾖｰﾛｯﾊﾟ・LTD (32千英ポンド) 

 (注)上記の外貨建保証予約は、中間決

算日の為替相場により円換算して

おります。 
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(中間損益計算書関係) 
当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 

 至 平成18年８月31日) 

前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 

 至 平成17年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年３月１日 

 至 平成18年２月28日) 

１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 7,354 千円 

有価証券利息 3,339  

受取配当金 646,398  

１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 6,506 千円

有価証券利息 961

受取配当金 456,808

１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 11,970 千円

有価証券利息 2,065

受取配当金 470,792

２ 営業外費用のうち重要なもの 

為替差損 26,936 千円 

   

２ 営業外費用のうち重要なもの  

支払利息及び割引料 104 千円

為替差損 34,122

２ 営業外費用のうち重要なもの  

支払利息及び割引料 504 千円

為替差損 207,796
  

３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 69,827 千円 

 

 
 

３ 特別利益のうち重要なもの 

固定資産売却益  

 土地 89,318 千円

機械及び装置他 10,806

 合計 100,124

有価証券売却益 20,233

４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産処分損   

 建物 16,308 千円 

工具器具備品 20,199  

 その他 8,198  

 合計 44,706  

３ 特別損失のうち重要なもの 

減損損失 101,769 千円

固定資産処分損  

建物 21,528

 機械及び装置 57,494

 工具器具備品 41,562

 その他 971

 合計 121,557

４ 特別損失のうち重要なもの 

減損損失 101,769 千円

固定資産処分損 

 建物 124,095

機械及び装置 74,083

 工具器具備品他 90,411

 合計 288,589

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 692,186 千円 

無形固定資産 48,447  

合計 740,634  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 656,782 千円

無形固定資産 59,175

合計 715,958

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,505,447 千円

無形固定資産 100,349

合計 1,605,797

５ 減損損失 ６ 減損損失 

 

 
 

(1)減損損失を認識した資産グループ 

場所 用途 種類   減損損失

北海道

石狩市
遊休資産 土地

     千円

  101,769

(2)資産のグルーピングの方法 

当社では、継続的に損益の把握を実施

している管理会計上の単位である事業

グループ別にグルーピングを行ってお

ります。ただし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産などは、個別の資

産グループとして取り扱っておりま

す。 

(3)減損損失の認識に至った経緯 

事業の用に供していない遊休資産グル

ープのうち、市場価格が帳簿価額に対

して著しく下落した資産について減損

損失を認識しました。 

(4)回収可能価額の算定 

遊休資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、不動

産鑑定士より入手した鑑定評価額によ

り評価しております。 

同左 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 
当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 1,090,530 30,115 87,964 1,032,681

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加30,115株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少87,964株は、単元未満株式の買増請求によるもの964株、ストックオプショ

ン行使によるもの87,000株であります。 

 
 
(リース取引関係) 
EDINETによる開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

(有価証券関係) 

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

 
 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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